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本研究では，教育課程開発に関する「地域資源」を活用したマネジメント能力の育成について

の考察を述べたい。 
平成 17年の学校教育法施行規則 55条の２の改訂にともない、学校では「地域（学校種によっ

て異なるが仮説的に「学区（就学指定地域）」を対象として）」の多様な資源を活用して特色あ

る「カリキュラム（教育課程）」を編成することが求められるようになった。その後、平成 29年
の学習指導要領改訂（小学校）においても、学校の自律的な「教育課程」又は「カリキュラム」

の編成に焦点があてられ、各学校において、「社会に開かれた教育課程」を開発することが求め

られている。この間、政策的な議論を踏まえて教員が「地域」の資源を活用し「カリキュラム」

を開発するためには、どのような資質・能力の獲得を目指さなければならないのだろうか。これ

らの諸点を本論では教育政策における議論を集約し、一方で求められる資質・能力の獲得に向け

た人材育成との乖離について論究する。「地域資源」の活用として「カリキュラム」の開発に対

する課題を指摘することで、今後の若年・ミドル・マネジメント層の人材育成について述べたい。 
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１．「地域」の資源を活用したカリキュラム 

 
（１）カリキュラム開発における「地域」 
本研究の目的は，教育課程・カリキュラム開発に

おいて、「地域」を活用した編成を進めていくこと

については、その議論は言うまでもない。1980年
代以降、文部科学省（当時は文部省）の教育政策に

おいても、ある意味では一貫した主張の中で受け

継がれてきた政策理念であると言える。 
そこで、まず教育政策において論じられてきた、

教育課程又はカリキュラム開発において、「地域」

というものがどのように論じられてきたのかを、

関連する教育法・諸答申、教育学分野における先行

研究の展開を踏まえ論点を整理したい。 
 
（２）中央・教育政策における学校－地域間関係 
学校と地域との関係性は、1980年代以降大きく
変容してきている。後述するが、学校にとって「地

域」の存在は、系統性をもって政策として主張され

てきたと判断するよりも、各々の政権・教育政策・

答申において多様に解釈され実施されてきたと解

釈するのが妥当である。 
そのため、まずは一連の教育政策における「学校

－地域間関係」の文脈を論じてみる。その上で、現
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状の学校教育に求められる「学校－地域」関係を通

じて行われる「地域」の「教育（的）資源」を活用

した「教育課程の編成（カリキュラム開発）」がど

のように論じられているのかを整理したい。 
教育政策からの文脈を整理した上で、今日の学

校組織において地域（資源）を活用した教育課程の

編成（カリキュラム開発）を担う人材について論じ

る。学校種によって異なるものの、「地域」の実態

が「学区（就学指定区域）」と同一であるならば、

学校に所属する教職員が地域（学区）の資源を把握

し、教育課程の編成につなげなければならないと

考えたからである。これらを担う学校組織の教員

が明示されないまま議論することは難しいと考え

たためである。 
これらを明らかにし、今後のスクールリーダー

教育における「カリキュラム・マネジメント」を担

う人材について論究する。以上のことを本論文で

述べる。 
 
 

２．教育政策の文脈における 
学校－地域間関係と教育課程 

 
（１）「特色ある学校づくり」と教育課程 
 教育政策において、地域の重要性が主張される

一つの「契機」として、1980 年代における臨時教

育審議会答申があげられる。「開かれた学校運営」

として、臨時教育審議会では、学校改革の中心的課

題として取り上げられた。 
 

Ａ：「学校は憲法、教育基本法に規定されて

いる父母、児童・生徒の教育上の諸権利の尊

重に努めなければならない。学校は地域社会

や父母・家庭に対してもっと開かれた学校運

営を行うよう努力し、児童・生徒の個性と人

格を尊重する基本姿勢を確立し、学校への新

鮮な風通しをよくすることが必要であろう｡」

（臨時教育審議会第 2 次答申、1986） 
 
 臨時教育審議会答申では「個性重視」の論調が叫

ばれつつも、一方で学校における児童・生徒、家庭

（保護者）に対し、「開かれた学校運営」の用語で、

学校と他者との関係性を変容させることを主張し

ている。学校－家庭との関係性の再編については、

この議論が発端となっていると考える。 
 

Ｂ：「（１）各学校の自主性・自律性の確立と

自らの責任と判断による創意工夫を凝らし

た特色ある学校づくりの実現のためには、人

事や予算、教育課程の編成に関する学校の裁

量権限を拡大するなどの改革が必要である

…（中略）… 
  さらに、公立学校が地域の専門的教育機関

として、保護者や地域住民の信頼を確保して

いくためには、学校が保護者や地域社会に対

してより一層開かれたものとなることが必

要であり、地域の実態に応じて「学校評議員

制度」を導入するなど、学校運営に地域住民

の参画を求めるなどの改革が必要である。」

（中央教育審議会答申「今後の地方教育行政

の在り方について：はじめに６（１）」、1998） 
 
 1990 年代後半において、先進国と同様に、地方

分権推進改革が我が国でも展開していく。中央－

地方間関係の再編は、中央省庁の再編、市町村合併

等に影響を与え、これらが教育委員会の再編、学校

－保護者・地域との関係論の再考という形で推移

していく。地方教育行政（教育委員会）の在り方を

見直す法改正にもつながり、教育行政－学校関係

の再編が主張された。その後、学校の自主・自律性

論議が展開されるが、それらは学習指導要領や学

校運営（職員会議の補助機関化・学校評議員制度の

導入）にも影響を与えていった。 
 
Ｃ：「聞かれた学校づくりを進めるため、地域

や学校の実態に応じ、家庭や地域の人々の協

力を得るなど、開かれた学校づくりと事例研

究と家庭や地域社会との連携を深めること｡」

（1998 年 12 月＝小学校学習指導要領） 
 
 学習指導要領においても、教育課程編成の裁量

権の拡大が主張され「総合的な学習の時間」に代表

されるような、学校の教育課程の裁量権の拡大へ

と展開していく。関連して、教育課程編成、カリキ

ュラム開発が学校を主体として、新たな展開を生

み出していった。教育課程が地域との関係性にお

いて論じられる契機となったものと指摘できる。 
 

Ｄ；「○教育の目的を実現するため、学校・

家庭・地域社会の三者の連携・協力が重要で

あり、その旨を規定することが適当。 
○子どもの健全育成をはじめ、教育の目的を

実現する上で、地域社会の果たすべき役割は

非常に大きい。学校・家庭・地域社会の三者

が、それぞれ子どもの教育に責任を持つとと

もに、適切な役割分担の下に相互に緊密に連
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状の学校教育に求められる「学校－地域」関係を通
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（1998 年 12 月＝小学校学習指導要領） 
 
 学習指導要領においても、教育課程編成の裁量

権の拡大が主張され「総合的な学習の時間」に代表

されるような、学校の教育課程の裁量権の拡大へ

と展開していく。関連して、教育課程編成、カリキ

ュラム開発が学校を主体として、新たな展開を生

み出していった。教育課程が地域との関係性にお

いて論じられる契機となったものと指摘できる。 
 

Ｄ；「○教育の目的を実現するため、学校・

家庭・地域社会の三者の連携・協力が重要で

あり、その旨を規定することが適当。 
○子どもの健全育成をはじめ、教育の目的を

実現する上で、地域社会の果たすべき役割は

非常に大きい。学校・家庭・地域社会の三者

が、それぞれ子どもの教育に責任を持つとと

もに、適切な役割分担の下に相互に緊密に連

携・協力して、教育の目的の実現に取り組む

ことが重要であり、その旨を規定することが

適当である。」 
（中央教育審議会答申「新しい時代にふさわ

しい教育基本法と教育振興基本計画の在り

方について」第 2 章 新しい時代にふさわし

い教育基本法の在り方について 2003） 
 

Ｅ：「各学校の運営に保護者や地域住民が参

画することを通じて，学校の教育方針の決定

や教育活動の実践に，地域のニーズを的確か

つ機動的に反映させるとともに，地域ならで

はの創意や工夫を生かした特色ある学校づ

くりが進むことが期待される。学校において

は，保護者や地域住民に対する説明責任の意

識が高まり，また，保護者や地域住民におい

ては，学校教育の成果について自分たち一人

一人も責任を負っているという自覚と意識

が高まるなどの効果も期待される。さらには，

相互のコミュニケーションの活発化を通じ

た学校と地域との連携・協力の促進により，

学校を核とした新しい地域社会づくりが広

がっていくことも期待される。」（中央教育審

議会「今後の学校運営の在り方について」、

2003） 
 
 2006 年の教育基本法改正に伴い、公教育を支え

ていくために、学校－家庭―地域（社会）の連携の

在り方が法的に位置づけられた。学校教育におい

ては「学校教育法」、地方教育行政機関については

「地方教育行政の組織と運営に関する法律（以下、

地方教育行政法と略記）」が改正され、これらが連

動するものとして施策が展開していった。 
 また、学校運営の制度上の展開も同時期に展開

していく。学校運営協議会制度の導入は、学校組織

の運営に対する保護者・地域住民の参加を法的に

位置づけるものである。学校運営協議会制度の導

入は教育委員会における任意制度ではあるが、市

町村立の義務制段階における通称「コミュニティ・

スクール」の実状は、今後も拡大する方向性にある

と指摘できる。 
 上記のように、学校運営において、学校関係者で

ある保護者・地域住民の学校参加（学校参加論）は

1980 年代以降、一定の拡大路線を選択している。

このことは、保護者・地域住民の意見を取り入れた

学校運営を求める図式となるが、そのためには、そ

れらに応じた学校組織・教職員の存在が不可欠に

なってくる。 

（４）学校教育法の改正と「特色ある教育課程」 
  
 教育基本法改正に伴い改正された学校教育法に

おいて、教育課程における「地域」の実態と関連付

いた提言がなされた。これらが、「特色ある学校づ

くり」として、中核となる教育課程編成の在り方を

変容させる契機となった。 
 

F：学校教育法施行規則 
第五十五条の二 文部科学大臣が，小学校に

おいて，当該小学校又は当該小学校が設置さ

れている地域の実態に照らし，より効果的な

教育を実施するため，当該小学校又は当該地

域の特色を生かした特別の教育課程を編成

して教育を実施する必要があり，かつ，当該

特別の教育課程について，教育基本法（平成

十八年法律第百二十号）及び学校教育法第三

十条第一項の規定等に照らして適切であり，

児童の教育上適切な配慮がなされているも

のとして文部科学大臣が定める基準を満た

していると認める場合においては，文部科学

大臣が別に定めるところにより，第五十条第

一項，第五十一条（中学校連携型小学校にあ

つては第五十二条の三，第七十九条の九第二

項に規定する中学校併設型小学校にあつて

は第七十九条の十二において準用する第七

十九条の五第一項）又は第五十二条の規定の

全部又は一部によらないことができる。 
 
 2008年 4月にスタートした教育課程特例校制度

は、学校教育法施行規則第 55 条の２に基づき、学

校を指定し学習指導要領によらない教育課程を編

成して実施することを認める制度となった。教育

課程が「地域の特色を生かした」ものであることが

条件（必要）とされている。 
教育課程特例校制度は現在でも継続されており、

地域の実情に基づいて、多様な教育課程を展開し

ている。ここでも、学校・教育委員会単位で、カリ

キュラムを開発し実践することができるようにな

る法案の制定である。 
 
（５）「社会に開かれた学校づくり」と教育課程 
 
教育基本法改正における学校・家庭・地域社会の

変容、その後の平成 17年の学校教育法施行規則 55
条の２の改訂によって、学校では「地域」の多様な

資源を活用して「特色ある教育課程」を編成するこ

とが求められるようになる。 
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これらは、平成 21年版の小学校学習指導要領に
おいてこれらは明文化され、平成 29年・小学校学
習指導要領改訂においても、「教育課程」や「カリ

キュラム・マネジメント」の文脈の中に位置付けら

れていると解釈することができる。 
各学校において「カリキュラム・マネジメント」

とともに提唱された「社会に開かれた教育課程」の

文脈においても、地域社会の存在を確認すること

ができる。 
 
Ｇ：「社会に開かれた教育課程」の３条件 
①社会や世界の状況を幅広く視野に入れ、よ

りよい学校教育を通じてよりよい社会を

創るという目標を持ち、教育課程を介して

その目標を社会と共有していくこと。 
②これからの社会を創り出していく子供た

ちが、社会や世界に向き合い関わり合い、

自らの人生を切り拓いていくために求め

られる資質・能力とは何かを、教育課程に

おいて明確化し育んでいくこと。 
③教育課程の実施に当たって、地域の人的・

物的資源を活用したり、放課後や土曜日等

を活用した社会教育との連携を図ったり

し、学校教育を学校内に閉じずに、その目

指すところを社会と共有・ 連携しながら
実現させること。 

  
 
児童・生徒の資質・能力の発達のために、地域社

会との関係性構築が一層求められるようになった。

「社会に開かれた教育課程」について、理念が示さ

れたのは、中央教育審議会・教育課程企画特別部会

「論点整理」（2015）以降である。教育課程部会教
育課程企画特別部会で示された、「論点整理」は上

記の様になっている。 
 
Ｈ：「学校がその目的を達成するため，学校

や地域の実態等に応じ，教育活動の実施に必

要な人的又は物的な体制を家庭や地域の

人々の協力を得ながら整えるなど，家庭や地

域社会との連携及び協働を深めること。また，

高齢者や異年齢の子供など，地域における世

代を越えた交流の機会を設けること。」（小学

校学習指導要領（総則）解説 2017年） 
 
地域の教育環境を生かした「社会に開かれた教

育課程」の理念は、以降の中央教育審議会答申

（2016）、小学校・ 中学校の新学習指導要領（2017）

および高等学校学習指導要領（2018）、特別支援学
校学習指導要領（2017）にも示されている。 
「社会に開かれた教育課程」に記述については、

「学校が社会や地域とのつながり」を意識しつつ、

あくまで「社会の中の学校」であることを求めてい

る。このため教育課程も「社会とのつながり」重要

性を認識しつつ作成していかなければならないと

されている。 
「教育課程の実施」にあたっては、①地域の人的、

②物的資源の活用、③課外活動・休日・祝日等、④

社会教育との連携を図り、学校教育を内外に開放

し、目指す社会との目標の共有・連携を進め実現さ

せることとされている。 
教育政策における学校－地域間関係の文脈は、

学校参加論における教育権・学習権の主体が諸ア

クターの権限の変容という視点から論じることが

できる。 
上述したように、1990年代後半における「開か

れた学校づくり」における学校参加論の主張は、学

校－地域間関係、アクターとしての学校教職員－

保護者・地域住民の関係性に変容をもたらしたも

のと捉えることができる。「開かれた学校づくり」

以降、2000年初頭の「特色ある学校づくり・教育
課程」では、教育基本法・学校教育法の改正が併せ

て実施されたことにより、学校－家庭－地域の関

係性が更に変容したものと捉えることができる。 
但し、「特色ある学校づくり・教育課程」の主張

においては、あくまで「地域の特色」を学校の教育

課程に取り込むことが主導されている。教育課程

編成については、教育課程編成権限の委譲や多様

化という論議として捉えられない部分がある。そ

の後の「開かれた学校づくり」における学校参加論

においても、権限の委譲や多様化については、保護

者・地域住民への権限の委譲という論理では、学校

の実情は捉えることができず、あくまで協力的・相

互理解を前提とした関係性の構築という段階を突

出するものではない。 
現行学習指導要領（2017・2018）では、「社会に
開かれた教育課程」として、社会は今後の「未来社

会」を含めた論点へと更に拡大している。多様化す

る「地域（社会）」をどのように捉えれば良いのか

を複雑化する社会へと文脈を拡大している。教職

員にはこれらを理解する能力が求められている。 
 学校－保護者・地域間関係の文脈において、教育

権・学習権の主体は、どのように推移しているのか。

教育課程・カリキュラムの編成権についても、学校

－教員の意思決定プロセスにも強く影響を与える

ようになっていると考えられる。 
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「社会に開かれた教育課程」について、理念が示さ
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のと捉えることができる。「開かれた学校づくり」

以降、2000年初頭の「特色ある学校づくり・教育
課程」では、教育基本法・学校教育法の改正が併せ

て実施されたことにより、学校－家庭－地域の関

係性が更に変容したものと捉えることができる。 
但し、「特色ある学校づくり・教育課程」の主張

においては、あくまで「地域の特色」を学校の教育

課程に取り込むことが主導されている。教育課程

編成については、教育課程編成権限の委譲や多様

化という論議として捉えられない部分がある。そ

の後の「開かれた学校づくり」における学校参加論

においても、権限の委譲や多様化については、保護

者・地域住民への権限の委譲という論理では、学校

の実情は捉えることができず、あくまで協力的・相

互理解を前提とした関係性の構築という段階を突

出するものではない。 
現行学習指導要領（2017・2018）では、「社会に
開かれた教育課程」として、社会は今後の「未来社

会」を含めた論点へと更に拡大している。多様化す

る「地域（社会）」をどのように捉えれば良いのか

を複雑化する社会へと文脈を拡大している。教職

員にはこれらを理解する能力が求められている。 
 学校－保護者・地域間関係の文脈において、教育

権・学習権の主体は、どのように推移しているのか。

教育課程・カリキュラムの編成権についても、学校

－教員の意思決定プロセスにも強く影響を与える

ようになっていると考えられる。 

 「特色ある学校づくり」は政策側の主導的な施策

ではあるが、それらが「特色ある教育課程」として

学校に求められるようになったため、学校におけ

る教育課程の主体的な意思決定プロセスは、どの

諸アクターに対して説明責任を果たすものになる

のだろうか。これらの帰結が、児童・生徒、保護者、

地域住民に応じる教育課程・カリキュラム編成と

しての「特色ある教育課程」であるならば、学校－

地域間関係の帰結は、学校の意思決定プロセスに

影響を与えるだけでなく、教育課程・カリキュラム

の編成権に対する影響力を有するものと捉えるこ

とができる。 
このような多様な教育政策に関する文脈につい

て、今次の学校教育を担う教職員は理解しておか

なければならない。学校の主体的な意思決定、教育

課程編成に対応する説明責任は、児童生徒・保護

者・地域住民に応じるもとしての自律的な回答が

求められる。 
しかし、このように考えると、これらに応じる学

校組織の主体的な意思決定プロセスは、どのよう

に変容していると捉えれば良いのだろうか。学校

織がどのように変容すれば良いのか、教職員側の

高度な理解が求められると考えられる。 
 
３．教育課程・カリキュラム開発と学校組織 

 
（１）学校組織の変容とカリキュラム開発 
 これまで教育政策の文脈における、学校－地域

間関係の変容について述べてきたが、ここからは、

学校における教育課程・カリキュラム開発と「地域」

を関連付けて述べることとする。 
 学校が「地域」の資源を活用して教育課程を開発

する際、これらと結びついた学習活動を展開させ

るためには、例えば、「総合的な学習の時間」にお

いて、単に「地域」を題材とした「調べ学習」を実

践する議論ではなくなってくる。あくまで「地域」

「資源」や文化的背景、多様な分析的な視点を教職

員が体系的に捉え、カリキュラム（教育課程・単元・

授業レベル）へと展開していかなければならない。 
 このように「地域」を「資源」として活用する学

習活動を展開させ、「カリキュラム開発」として具

現化するためには、教育課程において活動の目標・

内容の重複・多層化を整理統合し、特定のカリキュ

ラムとして総合化する教育活動が不可欠になって

くる。また、「地域」を題材とする場合、これらの

活動を展開するために学校内外の様々な関係者と

ネットワークを構築・連携する必要がある。教職員

に求められるのは、他者との協力関係の構築、他者

と協働する能力が重要ということになる。 
学校内に視点を向ければ、校務分掌内の組織間

関係、学年・教科・領域間の担当者間の関係性、カ

リキュラム開発のための協議機関の設置、教職員

が協議し進められる組織体制が必要となる。 
 今次の教育政策の文脈からすれば、各学校はカ

リキュラム開発に向けて、地域社会との接点を念

頭に置かなければならないが、そのための組織体

制の在り方、教職員の役割分担と協働体制のマネ

ジメントについては、それらすべてを管理職の指

導の下に実現するというもの困難ではないだろう

か。 
チーム学校の提言においても、教職員が協働性

の重要性を理解し、組織としての役割を果たす必

要があるが、そのためには、教員個々の判断ではな

く、教職員が学校・学年全体として協力し、「チー

ム」として相互に関係性を構築しながら、協働する

ことで地域の接点を開き、教育課程を開発するこ

とができる。 
しかしこのような条件を列挙すればする程、限

実態との乖離について、教職員が集団的に教育活

動・研修活動を進めることの困難性を指摘せざる

を得ない。 
 

（２）カリキュラム開発の資質・能力 
 しかし、このような条件を踏まえると、これらを

担う教職員の資質・能力の変容無しに、カリキュラ

ム開発を実現することは不可能である。 
コミュニティ・スクールやチーム学校に伴う地

域協働性の構築、学習指導要領で求められる「地域

（社会）」を踏まえた教育課程の開発、これらを相

対的に進めるためのカリキュラム・マネジメント、

これらを進める教職員の資質・能力の開発は、マネ

ジメント層だけで担うことは不可能に近い。 
キャリア・ステージとして考えると、大学・学部

段階の教員養成課程において、教職科目の中で「教

育課程」を意識した科目（例「教育課程論」）は開

設されているかもしれないが、「地域」の資源を活

用する科目設定を想定している大学がどれ程ある

だろうか。 
また、初任者段階・若年層段階の研修機会におい

ても、同様のことが指摘できる。学級・教科指導能

力の向上、生徒指導等の知識・技術性の獲得は、若

年層段階として求められる能力ではあるが、一方

では初任者段階から「地域」を想定した教育課程を

開発する能力は求められないのだろうか。 
コミュニティ・スクールでは、「地域学校協働本

部・支援員」が地域コーディネートを担うことにな

地域教育資源の活用とカリキュラム編成に関する一考察 143



っている。これらの関係支援員との関係構築につ

いても、協力関係を構築する能力を、人材育成の観

点からも議論していかなければならない。 
この点、特定（例えば社会科）の専門性を有する

教員が活躍すれば良いという議論も成立するのか

もしれないが、それは今次の学習指導要領が教職

員の在り方（学び続ける教師像）ではないと考えら

れる。カリキュラムの開発を担う教員は、特定の教

科や領域の偏ることによる弊害は、労務負担の方

よりを生じさせ、「働き方改革」の議論と逆行する

ものである。このような地域の状況や組織作りの

方法についての知識獲得機会が無ければ、地域は

学校との接点を有することは困難であり、学校と

協力したい活動が生じたとしても、学校側が応じ

ることはできないであろう。 
 「地域」を資源としてカリキュラムを開発する能

力を獲得するためには、①地域資源の分析、②学校

内外関係者との関係構築、③カリキュラム開発の

３つの能力が求められる。これらの新たに求めら

れる能力を人材育成の観点から考えると、それら

をミドル層の段階から研修していくとすると、当

該ミドル層は既にカリキュラム開発の中核となっ

ているため遅すぎるのではないだろうか。そうな

ると、その前段階としての若年層教員、教員養成段

階から学んでいくべき実態があるように思える。 
 学年主任・教科主任を担う段階になって、他教

科・領域を学習するのでは、人材育成として機能し

ていない。カリキュラム・マネジメントの教科横断

的な視点での開発だけでなく、「地域」の資源を活

用した教育課程の開発を進めるというのならば、

それらの概念を理解し分析する能力は、より早期

の段階から育成されるべきであろう。 
「地域」の資源を活用した教育課程の開発、学校

組織体制の再編をもたらすカリキュラム・マネジ

メントの実践を展開するためには、教員養成・現職

研修段階の資質・能力獲得のための学習・研修機会

の見直しは避けられないものと考えられる。 
 
 

４．研究の考察と残された課題 
 
 教育政策における学校－地域間関係の文脈は、

学校参加論における教育権・学習権の主体がどの

ようなアクターとして変化しているのかという視

点で論じることができる。特に、学校（組織）－教

員（専門職）、児童・生徒、保護者、地域住民の諸

アクターが、1980年代以降という近来の教育政策
においても、多様な役割を担うことが求められて

いると指摘できる 
 この学校－地域間関係の文脈において、教育権・

学習権の主体に対する社会的認知が変化すること

は、教育課程・カリキュラムに関する学校－教員の

意思決定プロセスにも影響を与えていると考えら

れる。 
 「特色ある学校づくり」は政策側の主導的な施策

ではあるが、それらが「特色ある教育課程」として

学校に求められるようになると、学校における教

育課程の主体的な意思決定プロセスは、どの諸ア

クターに対して説明責任を果たすものになるのだ

ろうか。これらの帰結が、児童・生徒、保護者、地

域住民に応じる教育課程・カリキュラム編成とし

ての「特色ある教育課程」であるならば、学校－地

域間関係の帰結は、学校の意思決定プロセスに影

響を与えるだけでなく、教育課程・カリキュラムの

編成権に対する影響力を有するものと捉えること

ができる。 
しかし、学校において組織的に対応するという

ことは理解できるが、それは一方では一つの課題

を想起させる。全教職員がカリキュラム・マネジメ

ントに関する開発能力を有するということを想定

できるのだろうか。 
小学において、学級担任制を選択する場合、学級

担任全てがカリキュラム開発能力を有していなけ

ればならない。今次の教員採用試験の実態からす

ると、20代若手教員が半数を超える小学校の状況
では、初任者で全ての教科領域に関する単元内容

を把握しなければならない。 
中学校・高等学校の場合、多くの場合は教科担任

制であり、そのことはカリキュラム・マネジメント

の実態を更に困難なものにしていく。 
このような、「地域」の資源を活用して開発する

教育課程を担う教員の資質・能力は、ミドルリーダ

ー層から始まるものではないと想定される。教員

養成段階、若年層段階からの学習・研修機会が無け

れば、それらの能力を獲得することは不可能であ

る。ミドル層になり、学年主任・教科主任等を担う

段階になって、初めて教育課程の開発、カリキュラ

ム・マネジメントに触れるのではなく、若年層段階

からの人材育成を通じて、「地域」に触れる活動、

地域社会との接点を有する活動、地域の資源を開

発する活動を経験しておく必要がある。 
改めて「地域」資源を活用する教育課程を開発す

ることを、今次の教育政策の文脈においてとらえ

なおしてみると、教員の資質・能力の開発、養成・

採用・研修の見直しにも通じるものがあるのでは

ないだろうか。 
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っている。これらの関係支援員との関係構築につ

いても、協力関係を構築する能力を、人材育成の観

点からも議論していかなければならない。 
この点、特定（例えば社会科）の専門性を有する

教員が活躍すれば良いという議論も成立するのか

もしれないが、それは今次の学習指導要領が教職

員の在り方（学び続ける教師像）ではないと考えら

れる。カリキュラムの開発を担う教員は、特定の教

科や領域の偏ることによる弊害は、労務負担の方

よりを生じさせ、「働き方改革」の議論と逆行する

ものである。このような地域の状況や組織作りの

方法についての知識獲得機会が無ければ、地域は

学校との接点を有することは困難であり、学校と

協力したい活動が生じたとしても、学校側が応じ

ることはできないであろう。 
 「地域」を資源としてカリキュラムを開発する能

力を獲得するためには、①地域資源の分析、②学校

内外関係者との関係構築、③カリキュラム開発の

３つの能力が求められる。これらの新たに求めら

れる能力を人材育成の観点から考えると、それら

をミドル層の段階から研修していくとすると、当

該ミドル層は既にカリキュラム開発の中核となっ

ているため遅すぎるのではないだろうか。そうな

ると、その前段階としての若年層教員、教員養成段

階から学んでいくべき実態があるように思える。 
 学年主任・教科主任を担う段階になって、他教

科・領域を学習するのでは、人材育成として機能し

ていない。カリキュラム・マネジメントの教科横断

的な視点での開発だけでなく、「地域」の資源を活

用した教育課程の開発を進めるというのならば、

それらの概念を理解し分析する能力は、より早期

の段階から育成されるべきであろう。 
「地域」の資源を活用した教育課程の開発、学校

組織体制の再編をもたらすカリキュラム・マネジ

メントの実践を展開するためには、教員養成・現職

研修段階の資質・能力獲得のための学習・研修機会

の見直しは避けられないものと考えられる。 
 
 

４．研究の考察と残された課題 
 
 教育政策における学校－地域間関係の文脈は、

学校参加論における教育権・学習権の主体がどの

ようなアクターとして変化しているのかという視

点で論じることができる。特に、学校（組織）－教

員（専門職）、児童・生徒、保護者、地域住民の諸

アクターが、1980年代以降という近来の教育政策
においても、多様な役割を担うことが求められて

いると指摘できる 
 この学校－地域間関係の文脈において、教育権・

学習権の主体に対する社会的認知が変化すること

は、教育課程・カリキュラムに関する学校－教員の

意思決定プロセスにも影響を与えていると考えら

れる。 
 「特色ある学校づくり」は政策側の主導的な施策

ではあるが、それらが「特色ある教育課程」として

学校に求められるようになると、学校における教

育課程の主体的な意思決定プロセスは、どの諸ア

クターに対して説明責任を果たすものになるのだ

ろうか。これらの帰結が、児童・生徒、保護者、地

域住民に応じる教育課程・カリキュラム編成とし

ての「特色ある教育課程」であるならば、学校－地

域間関係の帰結は、学校の意思決定プロセスに影

響を与えるだけでなく、教育課程・カリキュラムの

編成権に対する影響力を有するものと捉えること

ができる。 
しかし、学校において組織的に対応するという

ことは理解できるが、それは一方では一つの課題

を想起させる。全教職員がカリキュラム・マネジメ

ントに関する開発能力を有するということを想定

できるのだろうか。 
小学において、学級担任制を選択する場合、学級

担任全てがカリキュラム開発能力を有していなけ

ればならない。今次の教員採用試験の実態からす

ると、20代若手教員が半数を超える小学校の状況
では、初任者で全ての教科領域に関する単元内容

を把握しなければならない。 
中学校・高等学校の場合、多くの場合は教科担任

制であり、そのことはカリキュラム・マネジメント

の実態を更に困難なものにしていく。 
このような、「地域」の資源を活用して開発する

教育課程を担う教員の資質・能力は、ミドルリーダ

ー層から始まるものではないと想定される。教員

養成段階、若年層段階からの学習・研修機会が無け

れば、それらの能力を獲得することは不可能であ

る。ミドル層になり、学年主任・教科主任等を担う

段階になって、初めて教育課程の開発、カリキュラ

ム・マネジメントに触れるのではなく、若年層段階

からの人材育成を通じて、「地域」に触れる活動、

地域社会との接点を有する活動、地域の資源を開

発する活動を経験しておく必要がある。 
改めて「地域」資源を活用する教育課程を開発す

ることを、今次の教育政策の文脈においてとらえ

なおしてみると、教員の資質・能力の開発、養成・

採用・研修の見直しにも通じるものがあるのでは

ないだろうか。 
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